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資料 1 

郵政改革の基本方針 

 
平成 21 年 10 月 20 日 

閣  議  決  定  
 
 

郵政事業の抜本的見直し（郵政改革）については、国民生活の確

保及び地域社会の活性化等のため、日本郵政グループ各社等のサー

ビスと経営の実態を精査するほか、以下によるものとして検討を進

め、その具体的な内容をまとめた「郵政改革法案」（仮称）を次期通

常国会に提出し、その確実な成立を図るものとする。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



１．郵政事業に関する国民の権利として、国民共有の財産である郵

便局ネットワークを活用し、郵便、郵便貯金、簡易生命保険の基

本的なサービスを全国あまねく公平にかつ利用者本位の簡便な方

法により、郵便局で一体的に利用できるようにする。 

 

２．このため、郵便局ネットワークを、地域や生活弱者の権利を保

障し格差を是正するための拠点として位置付けるとともに、地域

のワンストップ行政の拠点としても活用することとする。 

 

３．また、郵便貯金・簡易生命保険の基本的なサービスについての

ユニバーサルサービスを法的に担保できる措置を講じるほか、銀

行法、保険業法等に代わる新たな規制を検討する。加えて、国民

利用者の視点、地域金融や中小企業金融にとっての役割に配慮す

る。 

 

４．これらの方策を着実に実現するため、現在の持株会社・４分社

化体制を見直し、経営形態を再編成する。この場合、郵政事業の

機動的経営を確保するため、株式会社形態とする。 

 

５．なお、再編成後の日本郵政グループに対しては、更なる情報開

示と説明責任の徹底を義務付けることとする。 

 

６．上記措置に伴い、郵政民営化法の廃止を含め、所要の法律上の

措置を講じる。 



郵政株式処分凍結法案の概要

政府は、別に法律で定める日

 

までの間、その保有する日本

 

郵政株式会社の株式を処分し

 

てはならない。

出来るだけ早期に
政府が売却。
ただし１／３超保有

日本郵政株式会社は、別に法

 

律で定める日までの間、その

 

保有する郵便貯金銀行・郵便

 

保険会社の株式を処分しては

 

ならない。

平成29（2017）年
９月末までに
日本郵政株式会社が
全株売却

日本郵政株式会社は、別に法

 

律で定める日までの間、かん

 

ぽの宿・メルパルクの譲渡又

 

は廃止をしてはならない。

平成24（2012）年
９月末までに
日本郵政株式会社が
譲渡又は廃止

日本郵政株式会社、郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株式の処分の

 

停止等に関する法律

現行 改正

現行 改正

現行 改正

第１条（趣旨）に、政府において、平成２１年１０月２０日の

 

閣議決定(｢郵政改革の基本方針｣)に基づき、郵政民営化の見直し

 

を検討することとしている旨を記述。

１．法律の名称

２．日本郵政株式会社の株式処分の停止

３．郵便貯金銀行・郵便保険会社の株式処分の停止

４．かんぽの宿・メルパルクの譲渡・廃止の停止

５．閣議決定（平成２１年１０月２０日）の引用
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日
本
郵
政
株
式
会
社
、
郵
便
貯
金
銀
行
及
び
郵
便
保
険
会
社
の
株
式
の
処
分
の
停
止
等
に
関
す
る
法
律
案
の
骨
子
（
案
） 

第
一 

趣
旨 

こ
の
法
律
は
、
郵
政
民
営
化
に
つ
い
て
、
国
民
生
活
に
必
要
な
郵
政
事
業
に
係
る
役
務
が
適
切
に
提
供
さ
れ
る
よ
う
、
政

府
に
お
い
て
平
成
二
十
一
年
十
月
二
十
日
の
閣
議
決
定
に
基
づ
き
そ
の
見
直
し
を
検
討
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
こ
と
に
か
ん

が
み
、
日
本
郵
政
株
式
会
社
、
郵
便
貯
金
銀
行
及
び
郵
便
保
険
会
社
の
株
式
の
処
分
の
停
止
、
旧
郵
便
貯
金
周
知
宣
伝
施
設

及
び
旧
簡
易
保
険
加
入
者
福
祉
施
設
の
譲
渡
又
は
廃
止
の
停
止
等
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
一
条
関
係
） 

第
二 

日
本
郵
政
株
式
会
社
等
の
株
式
の
処
分
の
停
止
等 

一 

政
府
は
、
郵
政
民
営
化
法
第
七
条
第
一
項
本
文
及
び
日
本
郵
政
株
式
会
社
法
附
則
第
三
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
別

に
法
律
で
定
め
る
日
ま
で
の
間
、
そ
の
保
有
す
る
日
本
郵
政
株
式
会
社
の
株
式
を
処
分
し
て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
こ

と
。
（
第
二
条
関
係
） 

二 

日
本
郵
政
株
式
会
社
は
、
郵
政
民
営
化
法
第
七
条
第
二
項
及
び
第
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
一
の
別

に
法
律
で
定
め
る
日
ま
で
の
間
、
そ
の
保
有
す
る
郵
便
貯
金
銀
行
及
び
郵
便
保
険
会
社
の
株
式
を
処
分
し
て
は
な
ら
な
い

も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
三
条
関
係
） 



三 
日
本
郵
政
株
式
会
社
は
、
日
本
郵
政
株
式
会
社
法
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
一
の
別
に
法
律
で
定

め
る
日
ま
で
の
間
、
旧
郵
便
貯
金
周
知
宣
伝
施
設
及
び
旧
簡
易
保
険
加
入
者
福
祉
施
設
の
譲
渡
又
は
廃
止
を
し
て
は
な
ら

な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
（
第
四
条
関
係
） 

四 

そ
の
他
所
要
の
読
替
規
定
を
置
く
こ
と
。
（
第
五
条
及
び
第
六
条
関
係
） 

第
三 

施
行
期
日 

 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
二
十
日
を
経
過
し
た
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
。
（
附
則
関
係
） 




